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ガソリン価格による乗用車需要の分析
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には大きな影響を及ぼさなかったことが考え
られる。
　　Ｙｃ＝185,550.7＋408.47Ｘ
　　β＝0.172
・第₂期
　第２期は、1986年12月から93年12月までの
７年間にわたる時期である。この時期は、バ
ブル景気が国民所得を大きく引き上げ、乗用
車販売台数を大きく上昇させることとなった。
年次データで見た場合、乗用車販売台数が最
も大きくなるのは90年で、5,102,658台である。
なお、年間の販売台数で500万台を超えたの
は、この年だけである。
　この時期のガソリン価格はさほど大きな変
動を記録していない。この期に限ってみると、
ガソリン価格の最安値は120.8円／㍑（88年
９月・10月）、最高値は134.8円／㍑と、その
変動範囲は14円である。第1期の変動幅が
118.7円（最安値：70年７月；54.5円／㍑、最
高値：82年9月；173.2円／㍑）であるのと比
較すると、いかにこの時期のガソリン価格が
安定していたかが、容易に理解できよう。
　この時期の乗用車販売台数は、景気の上昇
とともに大きく増大してゆくことになるが、
バブル景気の崩壊とともに大きく下落するこ
とにもなる。最大の販売台数を記録するのは
90年8月で、425,350.6台である。
　つまり、この時期の販売台数にガソリン価
格が影響を及ぼすことはなかったか、あった
としてもさほど大きなものではなかった。こ
の時期の乗用車の販売台数は、ガソリン価格
とは無関係に、所得上昇とともに増大し、所
得の下落とともに縮小していったのである。
したがって、ガソリン価格弾力性を計算する
16年間にわたる時期である。この時期は、２
度にわたる石油危機を迎えて、ガソリン価格
が２度大幅に高騰したことである。73年５月
に乗用車販売台数はピークを迎えるが、それ
以降にガソリン価格が大幅に上昇する状況の
もと、乗用車市場は大きく縮小してゆく。こ
の傾向は77年１月・２月まで続く。この２ヶ
月間にガソリン価格がピーク（122.2円／㍑）
を迎えた後は、下落に転ずる。このガソリン
価格の下落は78年10月・11月まで継続的に続
き、105.3円／㍑となった後は、再びガソリ
ン価格は上昇に転ずる。
　第２次石油危機の到来とともに上昇しはじ
めたガソリン価格は、途中でやや小幅な下落
が見られるものの、傾向的には急激に上昇し、
82年９月に最高値の173.2円／㍑を記録する。
その後は省エネルギーの効果が現れてきたこ
とや産油国の増産などがよい方向に影響を与
え、ガソリン価格は大幅に下落することにな
る。86年12月には121.8円／㍑にまで下落す
るが、この水準は77年1月・2月に到達したピー
ク時の水準とほぼ同じである。
　この時期の特徴は、ガソリン価格が大きく
変動したのに対して、乗用車販売台数の水準
は比較的緩やかにしか変動しなかったことで
ある。実際にこの時期のデータに線形回帰分
析を適用したところ、ガソリン価格の変回帰
係数は408.5となり、他の期の数字と比較し
て小さなものとなった。また、対数線形関数
をあてはめて、ガソリン価格に対する乗用車
販売台数の弾力性（ガソリン価格弾力性）β
を計算すると、β＝0.172となり、きわめて
非弾力的であることがわかる。
　つまり、この時期は乗用車という財に対し
て人びとが強い必需性を持っていたため、ガ
ソリン価格が大きく変動しても乗用車の需要
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落をもたらすということがデータから読み取
ることはできない。これには、国民所得の動
向が関与していると考えられる。
　1990年代に入ってバブル経済が崩壊し、日
本は長い景気後退に突入して名目上の国民所
得は縮小し始めたのであるが、物価上昇がマ
イナスで推移したため、実質的な国民所得は
横ばいで推移していた（いわゆる、ゼロ成長）。
その実質所得も97年まで緩やかな上昇をした
後、98年には下落することになる。したがっ
て、この時期にガソリン価格が販売台数に与
える影響力は小さく、実質所得の縮小がその
まま乗用車需要の縮小に結びつくこととなっ
たのである。
　　Ｙｃ＝33,949.1＋3,130.20Ｘ
　　β＝0.889
　これらの考察から、これからの乗用車市場
の動きについて考えてみたい。第４期の乗用
車需要の動向をガソリン価格のそれと比較し
てみたとき、乗用車販売台数の推移は、ガソ
リン価格の下落をともないながらも販売台数
の減少をもたらした第２期の後半期と似通っ
た状況にある。第２期においては、バブル経
済の崩壊にともなう所得水準の低下が、ガソ
リン価格の動向とは無関係に販売台数を減少
させた。しかしながら、やがてそうした状況
に適用するようになり、第３期ではガソリン
価格の下落が販売台数の上昇をもたらすとい
う、経済原則に則った動きを示すようになっ
た。
　したがって、第４期においても、実質所得
の低迷という経済状況に適用し始めたときか
ら、乗用車需要は経済原則に則して動き出す
ことが考えられる。つまりは、第３期のよう
と、β＝3.716という値となるが、これはガ
ソリン価格よりも所得が販売台数に強い影響
を及ぼしているためであろう。
　　Ｙｃ＝－942,525.9＋10,198.08Ｘ
　　β＝3.716
・第₃期
　この時期は93年12月から始まり、96年10月
に至る３年弱の期間である。この期間にガソ
リン価格は緩やかに下落をしており、それに
相応するように乗用車の販売台数も緩やかに
上昇している。ガソリン価格は、すでに91年
３月をピーク（134.8円／㍑）に下落傾向に
はあったが、第２期の後半部分と決定的に異
なるのは、販売台数が上昇に転じ始めたこと
である。
　90年代に入ってバブル景気が崩壊し、日本
経済が縮小し始めたため、当初はその状況に
過剰に適応したため、乗用車の販売台数は急
激に下落した。しかしながら、90年代も半ば
頃にはそうした状況にも適応し始め、ガソリ
ン価格の下落に対して乗用車の需要が素直に
反応し始めたのであろうと思われる。これが、
93年12月から販売台数が反転して上昇し始め
た理由であろう。
　　Ｙｃ＝613,437.8－2,113.71Ｘ
　　β＝－0.670
・第₄期
　この時期のガソリン価格は、90年代には下
落をするものの、2000年に入る頃から上昇に
転じ始める。しかしながら、ガソリン価格の
下落が乗用車販売台数の上昇をもたらしたり、
あるいはガソリン価格の上昇が販売台数の下
― 136 ―
埼玉学園大学紀要（経営学部篇）　第₈号
な動きが出現することとなる。このところ、
ガソリン価格は原油価格の上昇にあわせて上
昇を続けている状況にある。こうしたガソリ
ン価格の上昇が、実質所得の低迷に適応した
消費者の乗用車に対する需要を大きく減退さ
せる可能性が極めて高い状況である。
　日本経済の主要産業としての自動車産業を
活性化するためには、ガソリン価格の長期的
な低価格の安定が必要である。元来、日本の
ガソリン価格には多種の税金が科せられてお
り、これがガソリン価格の高騰をもたらして
いる原因でもある。日本政府の税制体制にも
強く再考を促したい。
おわりに
　日本の自動車市場は、バブル景気が崩壊し
た後、長く低迷の時期を迎えている。本稿で
は、乗用車の販売台数に着目し、補完財であ
るガソリン価格との関連のもとに考察をして
みた。
　まず、データをそのまま用いると、誤って
両者の間に有意な関係を見出すことはできな
いが、データのスムージングを行うことに
よって、両者の関係を見出すことが可能と
なった。
　また、両者の関係は、ガソリン価格の動向
と日本経済の動向とを考慮に入れると、大き
く４つのフェイズに分けることができ、それ
ぞれに独自の動きを分析する必要があること
がわかった。現在は第４のフェイズが終焉を
迎え、やがては経済原則に即した動きにした
がうことになることが予想される。いまこそ、
ガソリン価格の上昇を抑制して自動車産業の
活性化を図るときである。
